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沖縄県資源管理指針

平成 23年３月 29日制定
平成 28年５月 31日一部改正

第１ 沖縄県の海洋生物資源の保存及び管理に関する基本的な考え方

１ 漁業概観（漁場環境・資源来遊状況・漁業実態・生産量等）

本県の周辺海域は、琉球列島の西側を黒潮が北上するため、わが国唯一の熱帯性海域とな

っている。各島々の沿岸域は、熱帯性海域の特徴であるサンゴ礁が発達した広大な浅海域が

形成され、種々のサンゴ礁性魚類や磯根資源を対象に、様々な漁業や養殖業が営まれる重要

な漁場となっている。また、島嶼の沖合域は、カツオ・マグロ類及びソデイカなどの回遊性

生物資源の漁場が形成される他、多数の曽根が散在しており、マチ類（ハマダイ、アオダイ、

オオヒメ等）の重要な漁場が形成されている。

漁業生産（養殖を除く）については、平成 25年は生産量 15,000トン台、生産額 100億
円台で、最近 10カ年は緩やかな減少傾向にある。漁業種類別に見るとマグロはえ縄漁業が

49.5％、マグロ・カツオ一本釣り漁業等が 15.0％、ソデイカ漁業が 14.0％と続き、これら
の沖合資源を対象にする漁業で全体の 78.5％を占め、その他、熱帯性海域の特性である沿
岸域の多種少産のサンゴ礁性魚介類を対象にした多種多様な漁業が営まれている。

【沖縄農林水産統計資料】
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２ 資源管理の実態

本県では、古くから共同漁業権内の資源を対象に、潜水器漁業や採貝漁業を中心に、ハタ

類やブダイ類、ウニ類、貝類等の資源管理を自主的に取り組む地域がみられ、資源の維持を

図ってきた。

平成６年以降、資源管理型漁業推進総合対策事業により、地域の重要資源を対象に複数の

漁業協同組合が協力して取り組む事例がみられ、ソデイカの禁漁期設定や、八重山諸島地域

におけるイソフエフキの資源管理、今帰仁～羽地地域でのハマフエフキ保護区設定、沖縄本

島北部地域でのスジアラとシロクロベラ漁獲制限設定など、本格的な資源管理が行われるよ

うになった。

また、「南西諸島マチ類資源回復計画（平成 17年公表。平成 22年 4月見直し）」によるマ

チ類の資源管理、「沖縄県八重山海域沿岸性魚類資源回復計画（平成 19年 3月 12日公表。
平成 24年 6月改正）」に基づく八重山地域での保護区設定や小型魚保護等の資源管理に取り
組むとともに、平成 27年４月には、沖縄海区漁業調整委員会指示により、沖縄本島北部地
域におけるスジアラとシロクラベラの体長による漁獲制限が行われるようになった。

３ 資源管理の方向性

本県では、漁業調整規則等で規定されている採捕禁止期間や体長制限等の公的資源管理措

置の遵守を徹底するとともに、これまでに取り組んでいる資源回復計画に基づいた取組も含

め、本指針に基づき漁業者の自主的な資源管理の取組を促進することにより、水産資源の維

持・回復を推進する。

なお、本指針における公的管理措置とは、漁業関係法令に基づく各種規制（漁業権行使規

則及び海区及び広域漁業調整委員会指示を含む。）を指すものとするが、公的管理措置であ

っても従来自主的に実施されていた資源管理の取組であって、水産基本計画（平成 14年 3
月閣議決定）に基づく取組の開始された平成 14年度以降にこれら公的管理措置に移行した
ものについては、本指針においては、自主的取組とみなし、取り扱うものとする。
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策２ 海洋生物資源等毎の動向及び管理の方向

【魚種別資源管理】

■１ マグロ類

（１）漁獲の状況

沖縄県におけるマグロを対象とした漁業は、大きくマグロ釣り漁業とマグロはえ縄漁業に

分けることができる。その漁獲動向は、昭和 60年以降 10,000～ 12,000トン前後を推移し
ている。

マグロ釣り漁業は、キハダ、メバチ、カツオ、シイラなどを対象として、沖合域において、

浮魚礁（通称パヤオ）や集魚灯を利用した操業がされている。これらは自由漁業で行われて

いるが、集魚灯漁業で使用する電球に関しては、沖縄県漁業調整規則において、5kwを超え
てはいけないと定めている。

マグロはえ縄漁業は、メバチ、キハダ、ビンナガ、クロマグロなどを対象として、沖縄周

辺水域及び我が国の 200海里水域外でも操業している。漁船の規模は 10～ 19ｔ型が主体
である。4～ 6月頃は、沖縄周辺水域にクロマグロの漁場が形成されるため、他県船（主に
宮崎県）と入り会って多くの操業がみられる。

総トン数５トン以上 20トン未満の漁船を用いたまぐろはえ縄漁業は知事の許可、総トン
数５トン未満の漁船を用いたまぐろはえ縄漁業は沿岸くろまぐろ漁業の承認が必要となって

いる。

【沖縄県水産海洋技術センター統計資料】

（２）資源管理目標

国の資源評価によるマグロ類の資源水準・資源動向は、メバチは低位・減少、キハダとビ

ンナガは中位・横ばい、クロマグロは低位・減少となっている。
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メバチ、キハダともに、資源の維持を図るためには、漁獲圧をこれ以上に増やさないよう

にする必要があるとされている。

またクロマグロについては、現在の漁獲強度は資源が安定的に存続できる限界の漁獲圧に

非常に近い水準であるとのことから、国による管理強化が図られている。

ここ数年の漁獲状況、さらには国による資源評価では、資源の動向に注意が必要と考えら

れることから、（３）に示す資源管理措置を取り組むことにより、資源の維持を図ることを

目標とする。

（３）資源管理措置

資源の維持を図るため、漁業調整規則、許可内容及び制限又は条件、委員会指示を遵守す

るほか、自主的措置として、下記の措置を重点的に取り組む必要がある。

○休漁

また、上記の措置のほか、これまでに各地区毎に実施している漁法の制限（浮魚礁での利

用制限）の措置についても引き続き取り組み、資源の維持を図る必要がある。
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■２ ソデイカ

（１）資源の状況

ソデイカについては、ソデイカ旗流し漁業（自由：海区指示で旗数制限）、ソデイカはえ

縄漁業（海区指示で承認制）で漁獲されており、漁獲動向は 1,500から 2,500トンの間で推
移している。

【沖縄県水産海洋技術センター統計資料】

（２）資源管理目標

ソデイカ資源は、漁獲の年変動から判断して、長期的にみて安定しているとみられている

が、小型魚の保護等を行うことにより、この状況を維持させることを目標とする。

（３）資源管理措置

ソデイカはえ縄及びソデイカ旗流し漁業：

ソデイカ資源の維持を図るため、当該漁業においては、委員会指示を遵守するほか、自主

的措置として、下記の措置を重点的に取り組む必要がある。

○休漁

また、上記の措置のほか、これまでに各地区毎に実施している使用漁具数制限や１航海当

たりの操業日数制限の措置についても引き続き取り組み、資源の維持を図る必要がある。
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【漁業種類別資源管理】

■１ 潜り漁業

（１）漁獲の状況

潜り漁業は、ブダイ類、ハタ類、イセエビ類、貝類などの沿岸性水産生物を対象とし、サ

ンゴ礁のリーフ内からその外縁までの沿岸域で操業されており、潜水器具（フーカーやスク

ーバ）を使用する潜水器漁業（知事許可）と、潜水器具を使用しない素潜り（自由漁業）の 2
種類がある。また、漁獲対象魚種によっては、共同漁業権に基づいて操業することが必要で

ある。夜間に水中ライトを使用した「電灯潜り」と呼ばれる操業形態もあるが、その漁獲効

率の高さから、独自に禁止している漁協もある。専業で営む者と他の漁業との兼業で営む事

例がみられる。

漁獲動向は、平成 13年 1,138トンであったものが、平成 18年には 609トンまで減少し
ている（平成 19年度以降、潜り漁業の漁獲量は集計していない）。

【沖縄農林水産統計資料】

（２）資源管理目標

潜り漁業の対象となっている資源は、その漁獲量から判断して、減少傾向であると推測さ

れていることから、（３）に示す資源管理措置を取り組むことにより、資源の減少傾向に歯

止めをかけることを目標とする。

（３）資源管理措置

潜り漁業の対象資源の減少傾向に歯止めをかけるため、漁業調整規則、許可内容、制限又

は条件、漁業権行使規則、委員会指示を遵守するほか、自主的措置として、下記の措置を重

点的に取り組む必要がある。
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○休漁

また、上記の措置のほか、これまでに八重山海域沿岸性魚類資源回復計画（平成 19年 3
月 12日公表。平成 24年 6月改正）で実施している体長制限及び保護区域の設定の措置、
及び各地区毎に実施している抱卵イセエビ類の水揚げ制限や魚類・貝類の体長制限、保護区

域の設定の措置についても引き続き取り組み、資源の減少傾向に歯止めをかける必要がある。
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■２ 刺網漁業

（１）漁獲の状況

刺網漁業は、ブダイ類やフエフキダイ類、ハタ類などの沿岸性魚類を対象として、リーフ

内や内湾から水深約 50mまでの沿岸域で操業されており、一枚網と三枚網の種類がある。
専業で営む者と他の漁業との兼業で営む事例がみられる。

共同漁業権に基づき営む事例がほとんどであるが、共同漁業権の外で操業する場合は、知

事許可が必要で、他の漁業種類とのトラブル防止のため 3トン未満の漁船に制限されている。
漁獲動向は昭和 62年 1,756トンであったが、平成 25年には 214トンまで減少している。

【沖縄農林水産統計資料】

（２）資源管理目標

刺網漁業の対象となっている資源は、その漁獲量から判断して、減少傾向であると推測さ

れていることから、（３）に示す資源管理措置を取り組むことにより、資源の減少傾向に歯

止めをかけることを目標とする。

（３）資源管理措置

刺網漁業の対象資源の減少傾向に歯止めをかけるため、漁業調整規則、許可内容、制限又

は条件、漁業権行使規則、委員会指示を遵守するほか、自主的措置として、下記の措置を重

点的に取り組む必要がある。

○休漁

また、上記の措置のほか、これまでに八重山海域沿岸性魚類資源回復計画（平成 19年 3
月 12日公表。平成 24年 6月改正）で実施している保護区域の設定の措置、及び各地区毎
に実施している漁具制限（使用反数の制限）や保護区域の設定の措置についても引き続き取

り組み、資源の減少傾向に歯止めをかける必要がある。
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■３ 定置網漁業

（１）漁獲の状況

定置網漁業は、グルクマ、アジ類、アイゴ類、イカ類などを漁獲の対象とし、定置漁業権

や知事許可（小型定置網、建干網）で営まれている。

漁獲動向は昭和 60年 1283トンであったものが平成 25年には 95トンまで減少している。

【沖縄農林水産統計資料】

（２）資源管理目標

定置網漁業の対象となっている資源については、その漁獲量から判断して資源の減少が懸

念されることから、（３）に示す資源管理措置を取り組むことにより、資源の維持を図るこ

とを目標とする。

（３）資源管理措置

資源の維持を図るため、漁業権免許、漁業調整規則、許可内容、制限又は条件、漁業権行

使規則を遵守するほか、自主的措置として、下記の措置を重点的に取り組む必要がある。

○休漁

また、上記の措置のほか、これまでに八重山海域沿岸性魚類資源回復計画（平成 19年 3
月 12日公表。平成 24年 6月改正）で実施している保護区域の設定の措置についても引き
続き取り組み、資源の維持を図る必要がある。
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■４ 底はえ縄漁業

（１）漁獲の状況.

底はえ縄漁業は、主にフエフキダイ類やフエダイ類などの沿岸性魚類を対象として、水深

30～ 150ｍまでの沿岸域で操業されている。自由漁業で営まれている。
漁獲動向は、昭和 50年代に 1,000～ 1,200トン台であったものが、平成 25年には 160
トン台まで減少している。

【沖縄農林水産統計資料】

（２）資源管理目標

底はえ縄漁業の対象となっている資源は、その漁獲量から判断して、減少傾向であると推

測されていることから、（３）に示す資源管理措置を取り組むことにより、資源の減少傾向

に歯止めをかけることを目標とする。

（３）資源管理措置

底はえ縄漁業の対象資源の減少傾向に歯止めをかけるため、自主的措置として、下記の措

置を重点的に取り組む必要がある。

○休漁

また、上記の措置のほか、これまでに各地区毎に実施している体長制限や保護区域の設定

の措置についても引き続き取り組み、資源の維持を図る必要がある。
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■５ マチ類一本釣り漁業

（１）漁獲の状況

マチ類一本釣り漁業は、マチ類（ハマダイ、アオダイ、オオヒメ、ヒメダイなどの総称）

を対象として、本県の島々の周辺に広く点在するソネの水深約 100～ 400mの深海域で操業
されている。5ｔ以上の漁船を使用する場合は、知事許可が必要である。
漁獲動向は、昭和 62年 1,362トンであったものが平成 25年には 369トンまで減少して
いる。市場価格は高く、マチ類への漁獲圧力が依然として高いことから、資源の減少は著し

く、早急な資源回復の手立てが必要とされている。

【沖縄県水産海洋技術センター統計資料】

（２）資源管理目標

国が実施しているマチ類の資源評価によると、アオダイ、ヒメダイ及びオオヒメの資源水

準・資源動向は低位・横ばい、ハマダイは、低位・増加傾向となっている。

マチ類資源は、漁獲量の推移と資源評価の結果から低位水準にあることから、（３）に示

す資源管理措置を取り組むことにより、資源の減少傾向に歯止めをかけることを目標とする。

（３）資源管理措置

マチ類資源の減少傾向に歯止めをかけるため、漁業調整規則、委員会指示を遵守するほか、

自主的措置として、下記の措置を重点的に取り組む必要がある。

○休漁

また、上記の措置のほか、これまでに南西諸島マチ類資源回復計画（平成 22年 4月公
表）で取り組んできた区域制限や体長制限（ハマダイ、アオダイ、オオヒメ、ヒメダイ）な

どの措置についても引き続き取り組み、資源の維持を図る必要がある。
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■６ カツオ一本釣り漁業

（１）漁獲の状況

カツオ一本釣り漁業は、沖縄周辺水域の浮魚礁やソネを主な漁場としている。

漁獲動向は昭和 58年約 3,000トンであったが、近年では 500トン前後を推移している。
5ｔ以上 20ｔ未満の漁船を使用するものに制限され、知事許可が必要である。

【沖縄農林水産統計資料】

（２）資源管理目標

カツオ資源は、国の資源評価では、資源水準・資源動向は高位・減少となっており、沖縄

周辺水域においても、漁獲動向から判断して資源の減少が懸念されることから、（３）に示

す資源管理措置に取り組むことにより、資源の維持を図ることを目標とする。

（３）資源管理措置

資源の維持を図るため、漁業調整規則、許可内容及び委員会指示を遵守するほか、自主的

措置として、下記の措置を重点的に取り組む必要がある。

○休漁

また、上記の措置のほか、これまでに各地区毎に実施している漁法の制限（浮魚礁での利

用制限）の措置についても引き続き取り組み、資源の維持を図る必要がある。
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■７ その他漁業及び魚種別漁業

○ その他の網漁業として、追い込み網漁業、敷網漁業（トビウオを主な漁獲物とするトビ

ロープを含む）等があり、これら漁業では、タカサゴ科（グルクンの仲間）、アジ類、トビ

ウオ類、ダツ類等が漁獲される。なお、追い込み網漁業及び敷網漁業を営むには、知事の許

可を受ける必要がある。

資源の維持を図るため、漁業調整規則、許可内容及び委員会指示を遵守するほか、自主的

措置として、休漁等による資源管理に取り組む必要がある。

○ 八重山海域沿岸性魚類資源回復計画（平成 19年 3月 12日公表）においては、「綱掛
網」、「かご」、「一本釣り」の漁業種類で実施している体長制限や保護区域の設定の措置につ

いても引き続き取り組み、資源の維持を図る必要がある。

第３ その他

（１）履行確認について

本資源管理指針に従い、関係する漁業者等が資源管理計画を定めた場合には、同計画に記

載される資源管理措置について各関係漁業者は誠実に記載することが必要であるため、沖縄

県資源管理協議会は、下記に記載する手段を用い、その履行を適切に確認することとし、各

関係漁業者は、同協議会の行う履行確認に積極的に協力しなければならない。

資源管理措置の履行確認手段・方法

資源管理措置 履行確認手段・方法

休漁 漁協仕切り書、荷受け伝票、操業日誌等

さらに、各関係漁業者は、休漁期間中も含め、種苗放流や漁場整備などの取組に積極的に

参加し、資源の増大に努めるとともに、水質の保全、藻場及び干潟の保全及び造成、森林の

保全及び整備等により漁場環境の改善にも引き続き取り組む必要がある。

（２）その他

本指針に記載している資源管理措置以外に、漁業者が自主的に行っている資源管理、種苗

放流、漁場環境保全活動等についても、引き続き実施するものとする。


